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令和３年

第３回市議会定例会 議案第３号

令和３(2021)年度函館市病院事業会計補正予算（第１号）

第１条 令和３(2021)年度函館市病院事業会計補正予算（第１号）は，次に定めると

ころによる。

第２条 令和３(2021)年度函館市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条

に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 病院事業収益 22,119,159千円 6,942千円 22,126,101千円

第３項 医 業 外 収 益 1,839,614千円 6,942千円 1,846,556千円

支 出

第１款 病院事業費用 21,526,324千円 6,942千円 21,533,266千円

第１項 医 業 費 用 21,013,355千円 6,942千円 21,020,297千円

第３条 予算第４条第１款資本的収入中第２項を第３項とし，第１項の次に「第２項

補助金」を加え，資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 910,272千円 147,025千円 1,057,297千円

第２項 補 助 金 0千円 147,025千円 147,025千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 1,691,866千円 147,025千円 1,838,891千円

第１項 建 設 改 良 費 328,319千円 147,025千円 475,344千円

第４条 予算第９条の次に次の１条を加える。

（重要な資産の取得）

第１０条 重要な資産の取得は，次のとおりとする。

種 類 名 称 数 量

１ 動 産 デジタルＸ線透視撮影システム １ 式
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令和３年９月１日提出

函館市長 工 藤 壽 樹
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令 和 ３ 年 度 函 館 市 病 院 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 病 院 事 業 収 益 22,119,159 6,942 22,126,101

3 医 業 外 収 益 1,839,614 6,942 1,846,556

4 補 助 金 329,716 6,942 336,658 新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関設備整備事業費
補助金および感染疑い患者受入医療機関設備整備等事業費補助
金を計上

支 出

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 病 院 事 業 費 用 21,526,324 6,942 21,533,266

1 医 業 費 用 21,013,355 6,942 21,020,297

2 材 料 費 6,550,521 6,840 6,557,361 診療材料費を補正

3 経 費 3,671,908 102 3,672,010 消耗備品費を補正
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 資 本 的 収 入 910,272 147,025 1,057,297

（第２項長期貸付金返還金を第３項とし，第１項の次に次の１項を加える。）

2 補 助 金 147,025 147,025

1 補 助 金 147,025 147,025 新型コロナウイルス感染症重点医療機関等
設備整備事業費補助金 123,618千円

新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関
設備整備事業費補助金 20,085千円

感染症検査機関等設備整備費補助金 3,322千円

支 出

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 資 本 的 支 出 1,691,866 147,025 1,838,891

1 建 設 改 良 費 328,319 147,025 475,344

1 器械備品購入費 6,372 147,025 153,397 病院器械備品購入費「6,000千円」を「153,025千円」に改める。



令和３年度函館市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 594,436

減価償却費 602,648

固定資産除却費 15,223

長期前払消費税償却 30,231

修学資金貸付金貸倒引当金繰入額 22,503

資格取得資金貸付金貸倒引当金繰入額 1,595

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 826

退職給付引当金の増減額（△は減少） 229,997

賞与引当金の増減額（△は減少） 43,869

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 7,972

長期前受金戻入額 △ 843,832

支払利息 258,292

小計 962,108

利息の支払額 △ 258,292

未払消費税等の増減額 △ 1,601

業務活動によるキャッシュ・フロー 702,215

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 153,397

長期貸付金の貸付による支出 △ 28,000

長期貸付金の返還による収入 1,200

国庫補助金等による収入 147,025

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 909,072

投資活動によるキャッシュ・フロー 875,900

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 3,730,000

一時借入金の返済による支出 △ 3,700,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,335,547

リース債務の返済による支出 △ 321,947

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,627,494

　　資金増加額（又は減少額） △ 49,379

　　資金期首残高 143,438

　　資金期末残高 94,059

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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令和３年度函館市病院事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和４年３月３１日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産
千円

(1)有 形 固 定 資 産 34,296,674
千円

減 価 償 却 累 計 額 △26,089,792 8,206,882

(2)無 形 固 定 資 産 49,358

(3)投資その他の資産

イ 長 期 貸 付 金 65,796

貸 倒 引 当 金 △ 39,125

ロ 出 資 金 148

ハ 長 期 前 払 消 費 税 355,813

投資その他の資産合計 382,632
千円

固 定 資 産 合 計 8,638,872

2 流 動 資 産

(1)現 金 預 金 94,059

(2)未 収 金 4,279,456

貸 倒 引 当 金 △ 15,273 4,264,183

(3)貯 蔵 品 44,638

(4)短 期 貸 付 金 600

流 動 資 産 合 計 4,403,480

資 産 合 計 13,042,352

負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1)企 業 債 9,020,829

(2)リ ー ス 債 務 829,107
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(3)引 当 金
千円

イ 退 職 給 付 引 当 金 4,630,110
千円

引 当 金 合 計 4,630,110
千円

固 定 負 債 合 計 14,480,046

4 流 動 負 債

(1)一 時 借 入 金 3,730,000

(2)企 業 債 1,360,599

(3)リ ー ス 債 務 329,659

(4)未 払 金 1,114,812

(5)前 受 金 11,124

(6)引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 541,788

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 102,922

引 当 金 合 計 644,710

(7)そ の 他 流 動 負 債 65,089

流 動 負 債 合 計 7,255,993

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金 11,855,640

収 益 化 累 計 額 △10,837,195

繰 延 収 益 合 計 1,018,445

負 債 合 計 22,754,484

資 本 の 部

6 資 本 金 2,799,168

7 剰 余 金

(1)資 本 剰 余 金 625,218

(2)欠 損 金
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千円

イ 当年度未処理欠損金 13,136,518
千円

欠 損 金 合 計 13,136,518
千円

剰 余 金 合 計 △12,511,300

資 本 合 計 △ 9,712,132

負 債 資 本 合 計 13,042,352



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　 資産の評価基準および評価方法

(1)  貯蔵品　　先入先出法に基づく原価法によっている。

2 　 固定資産の減価償却の方法

(1)  有形固定資産（リース資産を除く）

 　　 減価償却の方法　  定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　建物　　        6～47年

　　　　　　　　　　　　構築物　        6～35年

　　　　　　　　　　　　医療用器械備品　3～20年

(2)  無形固定資産（リース資産を除く）

 　　 減価償却の方法　  定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　その他無形固定資産　5年

(3)  リース資産

 　　 減価償却の方法　  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については自己

　　　　　　　　　　　　所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。所

　　　　　　　　　　　　有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリー

　　　　　　　　　　　　ス期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法によっている。

3 　 引当金の計上方法

(1)  貸倒引当金

　  債権の不納欠損および償還の免除による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率に

　 より，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上

　 している。なお，貸倒実績率については，不納欠損処理していない債権のうち，3年経過した債

　 権を貸倒処理額とみなして算出している。

(2)  退職給付引当金

　  職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額

　 を計上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる高等看護学院分を除く）。

(3)  賞与引当金および法定福利費引当金

　  職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末にお

　 ける支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計

　 上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる高等看護学院分を除く）。

4 　 その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)  消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。なお，控除対象外消費税等に

　 ついては，当年度の費用として処理している。ただし，固定資産（リース資産を除く）に係る控

　 除対象外消費税等については，長期前払消費税勘定をもって固定資産に整理し，20事業年度で均

　 等額を償却している。

個　別　注　記　表
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Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

1 　 重要な非資金取引

　 当年度，新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産および負債の額は，それぞれ

　　451,041千円である。

Ⅲ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

1 　 企業債の償還に係る他会計の負担

　 　 予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償

　　還予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，6,982,835千円である。

Ⅳ セグメント情報に関する注記

1 　 報告セグメントの概要

　 病院事業会計は，市立函館病院，市立函館恵山病院，市立函館南茅部病院および市立函館病院高

 等看護学院を運営しており，各病院および高等看護学院で運営方針等を決定していることから，こ

 の４つを報告セグメントとしている。

　 なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

市立函館病院（函館市港町1丁目10番1号，病床数648床）の運営業務

市立函館恵山病院（函館市日ノ浜町15番地1，病床数60床）の運営業務

市立函館南茅部病院（函館市安浦町92番地，病床数59床）の運営業務

市立函館病院高等看護学院(函館市港町1丁目5番15号,定員210人)の運営業務

2 　 報告セグメントごとの医業収益等

（単位：千円）

医業収益

医業費用

医業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

　　特別利益

　　特別損失

-31,051 -129,787 13,782

53,769

500

594,436

　　他会計繰入金
　　（収益的収入）

　　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

純損益 741,492

　令和3年度（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

事 業 区 分

函 館 病 院

恵 山 病 院

高等看護学院

事　業　の　内　容

南茅部病院

高等看護学院

18,858,341

函館病院 合計恵山病院 南茅部病院

480,98918,742,862

642,364

△ 473

33,683

12,450

500

3,273

7,859

674,806

△ 115,479

177,251

11,804,323

△ 161,375

△ 43,001

605,204

351,403

490

△ 253,801

170,916

84,029

376,041

479,194

△ 137,146

174,433

730,928

△ 68,844

1,082,446

553,574

564,741

500

21,247,275

1,510,641

602,648

400,240

82,846

12,118

598,342

1,500

△ 27,378△ 11,830

13,292

13,042,352

22,754,484

19,575,254

20,105,909

△ 530,655

△ 2,406
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Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　 オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　 １年以内　   2,354千円

　 １年超 　　  5,476千円

2 　 長期継続契約に係るリース債務

   通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち，地方自治

 法第234条の3に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

　　 リース債務（流動負債）　 329,659千円

　　 リース債務（固定負債）　 829,107千円

Ⅵ その他の注記

1 　 貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

(1)  修学資金貸付金に係る貸倒引当金

　  当年度において，償還の免除による損失33,000千円を処理するため，貸倒引当金33,000千円を

　 使用する。

(2)  資格取得資金貸付金に係る貸倒引当金

　  当年度において，償還の免除による損失1,595千円を処理するため，貸倒引当金1,595千円を使

　 用する。

(3)  未収金に係る貸倒引当金

　  当年度において，債権の不納欠損による損失1,575千円を処理するため，貸倒引当金1,575千円

　 を使用する。

2 　 退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　 当年度において，退職手当として275,505千円を支給するため，退職給付引当金275,505千円を使

 用する。

3 　 賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　 　 当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負

 担に属する額（12月から3月までの4か月分）として592,869千円を支給（支出）するため，賞与引

 当金および法定福利費引当金592,869千円を使用する。
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